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第２８次消防審議会（第２回） 

 

【事務局】  会議に先立ちまして傍聴席の報道関係の皆様にお願いいたします。一般の

取材につきましては審議会終了まで行っていただいて結構ですが、撮影につきましては事

例報告が始まる前までとさせていただきますので、ご了承願います。 

 開会に先立ち、本日の配付資料の確認をさせていただきます。議事次第、議事次第に記

載の資料１から４、参考資料、それから浜本専門委員及び秋本専門委員からのご提出資料、

配席図を配付いたしております。また、前回第１回会議以降の人事異動により消防審議会

幹事に変更がありますので、本日６月２４日現在の幹事名簿をあわせて配付いたしており

ます。配付漏れの資料はございませんでしょうか。また、前回第１回の会議資料と議事録

をご参考までに机上に置かせていただいております。議事録につきましては各委員の皆様

方には事前にご確認をいただいておりますが、もし何かございましたら後日でも構いませ

んので、事務局までご連絡をいただければと存じます。 

 それでは、定刻となりましたので、ただいまから第２８次消防審議会第２回会議を開催

させていただきます。本日は大変お忙しい中、ご出席を賜り、誠にありがとうございます。 

 議事に入ります前に、今回第２８次消防審議会の会議に初のご出席となります方をご紹

介申し上げます。関澤愛専門委員でございます。 

【関澤専門委員】  関澤でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  なお、本日は、重川委員、青山繁晴委員、石井委員、奥山委員、片田委員

が所用によりご欠席でございます。 

 続きまして、新しい幹事名簿を配付いたしておりますが、前回第１回会議以降に就任い

たしました新任幹部職員をご紹介申し上げます。大庭誠司次長でございます。 

【次長】  大庭です。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  猿渡知之審議官でございます。 

【審議官】  よろしくお願いします。 

【事務局】  杉本達治国民保護・防災部長でございます。 

【国民保護・防災部長】  杉本でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  小宮大一郎消防・救急課長でございます。 

【消防・救急課長】  小宮でございます。よろしくお願いします。 
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【事務局】  野村政樹救急企画室長でございます。 

【救急企画室長】  野村です。よろしくお願いします。 

【事務局】  仲村吉広広域応援室長でございます。 

【広域応援室長】  仲村です。よろしくお願いします。 

【事務局】  以上でございます。よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、議事に入りたいと存じます。以降の進行につきましては田中会長にお願いい

たしたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

【田中会長】  それでは、私、田中のほうで議事を進めさせていただければと思ってお

ります。 

 本日は、前回のご意見を踏まえまして、初めに検討項目の整理ということで事務局にご

説明をいただきます。その後、具体的に消防の広域化等にかかわる取り組み事例というこ

とを宇部・山陽小野田消防局と神奈川県の安全防災局からご発表いただくということで、

よろしくお願いいたしたいと思っております。 

 それから、発表内容にかかわる質疑の後に事務局から消防需要の見通しということで資

料に基づいて補足説明をいただくというところでございます。先回、メリット、デメリッ

トというのをきっちり評価するべきだと。その上では目標を明確にするということ。行政

のサービスの高度化ということ。その一方では需要をきっちりとつかんでいくという客観

化というお話がございました。そういう面ではそのあたりを少しご配慮いただきながらと

いうことと同時に、最終的には消防は救急を抱えておりますので、医療圏とか、そういっ

たあたりとの整合性をきちんと図っていく必要があるといった点が皆様からいただいたご

意見だと思います。 

 それではまず最初に資料１に基づきまして山口総務課長からご説明をお願いしたいと思

います。 

【総務課長】  私から資料１につきまして簡単にご説明いたします。 

 前回、検討項目についてご指摘等ございました。諮問事項は、人口減少や災害の多様化

等社会環境の変化に対応し、必要となる消防力を維持していくための消防体制のあり方等

ということで大変広いテーマとなっております。一方で、前回もご説明いたしましたが、

現在の広域化の指針の期限が３０年４月となっております。今後、場合によって制度改正

等についてもご議論賜りたいと思っております。そういった意味で１の常備消防の体制整

備を中心とした検討、常備の広域化ですとか、柔軟な連携・協力、こういったところにつ
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いて、恐縮でございますが、まず中心的にご議論賜りたいと考えております。一方で、前

回も大変ご意見を頂戴いたしました消防団、自主防災組織等、関係機関との連携、市町村

の防災部局ですとか、消防機関以外の機関との連携、こういったことについても１と当然

関連する形で留意点等出てまいりますので、ご検討いただきたいと思っております。また、

この審議会の任期は２年間となっておりますので、２年間の中でさらに幅広く議論賜りた

いと思っております。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

【田中会長】  ありがとうございました。先回の議題とご質問にご回答いただくような

形でご説明いただきました。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、取り組み事例に移りたいと思います。まず最初に、宇部・山陽小野田消防局

の橋本予防課長からご説明をお願いできればと思います。よろしくお願いいたします。 

【宇部・山陽小野田消防局】  おはようございます。ただいまご紹介に預かりました山

口県の宇部・山陽小野田消防局予防課長の橋本俊昭と申します。今日、消防広域化推進ア

ドバイザーの立場から、消防広域化の事例についてご説明をさせていただきたいと思いま

す。着座のままで説明させていただきます。 

 まず、山口県と宇部市、山陽小野田市、構成市の概要ですけれども、山口県はご存じの

とおり、本州の一番西端にございます。人口は約１４０万人、面積が６,０００平方キロメ

ートルとあまり大きくない県ではございますけれども、その中で地図、南西に位置します

宇部市、山陽小野田市が当消防組合の構成市となっております。宇部市のほうは人口約１

７万人、山陽小野田市が６万４,０００人、合計２３万２,０００人規模の市町村でござい

ます。 

 宇部・山陽小野田消防組合の概要ですけれども、消防組合の発足が平成２３年１１月３

０日。消防局の発足がそれから４カ月後の平成２４年４月１日でございます。管内人口が、

これは合併当初の人口ですけれども、２３万９,０００人ということで、広域化後既に、人

口が４年間で６,０００人ほど減少している、まさに今回のテーマの人口減少のときに消防

をどうするのかというのとリンクしている話になっております。 

 管轄面積は４２０平方キロメートル。職員が２９８名でございます。消防局の組織は、

総務課、企画財政課、警防課、予防課、情報指令課、署所のほうが４署、４出張所。消防

組合議員が９名。大きいほうの宇部市から６人、山陽小野田市のほうから３人で構成して

おります。 

 続いて消防広域化の経緯でございますけれども、ブロックごとに図示したものを出させ
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ていただいております。平成１８年の消防組織法の改正の後２０年までに消防広域化を推

進するための基本指針、それから山口県の消防広域化推進計画が策定されております。２

１年度に山口県市長会から独自の組み合わせの提案を受けて、県の推進計画のほうが変更

されまして、それを受けて、消防広域化検討委員会の準備会の設置、それから、消防広域

化検討委員会を平成２１年に発足しております。それから、２２年度には山口県消防広域

化セミナーを開催いたしました。こちら、今日ご臨席の大庭次長さんにも来ていただいて、

セミナーのほうを開催しております。それから、先進市視察、それからあわせてその年に

消防広域化協議会のほうを設置して、２３年度に組合議会で可決、許可書の交付、消防局

の発足という形になっています。 

 全国的になかなか広域化が進まないということで消防救急課のほうもいろいろ手を広げ

ながら、話を聞きながら進めておりますけれども、当消防組合のほうで広域化が進んだ理

由というのは何点かございます。 

 主なものを何点か挙げております。まず１点目が平成の大合併、平成１７年に構成市町

のほうが市町村合併を経験しております。消防の広域化をやりましょうというときに、そ

このノウハウがありまして、同じ状態で進めていますので、非常に事務調整がスムーズに

いったというのがあります。 

 それから、地形的、経済的にも非常に類似していて、コンビナート地区もあるんですけ

れども、一体化しているということです。 

 最も大きいのは首長さんのモチベーションで、宇部市、山陽小野田市、いずれも首長が

絶対消防を広域化するんだという意気込みでいらっしゃいましたので、我々も非常に前向

きに作業ができています。 

 それから、消防広域化のセミナーですけれども、広域化の検討時に総務省、消防庁、そ

れから消防広域化推進アドバイザーの方に来ていただいてセミナーを開催したことも非常

に機運が高まるきっかけとなっております。 

 それから、消防広域化の協議会を任意協でやられるところが多いんですけれども、当市

においては法定協議会で設置しています。最終的には法定協議会ですので、議員さん、構

成市の職員に法的拘束力があるという形で決定権がかなりありましたので、有無を言わせ

ずというところもあったんじゃないかというふうに思っています。 

 続いて、まず消防広域化のメリットですけれども、ここに挙げているのはごく一般に言

われているメリットでございます。１次出動の車が増えました。あと境界エリアの現場到
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着時間が短縮できています。新たに指揮隊を構成することができました。等々、世間一般

というか、我々がセミナーで話す内容のメリットというのはうちでもはっきり現れている

状態です。 

 あとは、これは現場の人間に聞いた話ですけれども、１つ目が、組織が大きくなって署

所数が増えましたので、従来市外には出なかったんですけれども、各署所の管轄外の組合

の範囲内まで全部救急車が行きますので、救急救命士の出場件数が非常に増加しています。

忙しいと不平を言う者もおりますけれども、若い救急救命士は症例件数が増えて、出動の

多様化もできて、非常にモチベーション、スキルも上がっているというふうに言っており

ました。 

 それから、消防力の整備指針に基づく基本的な消防力を保ちながら合理的に削減計画を

策定しております。計画では当初の１０年間、平成２４年からの１０年間で消防車両６台、

その他の車両３台の削減を今進めているところです。 

 それから、一番下ですけれども、従来宇部市のほうが２署３出張所、山陽小野田市のほ

うが２署１出張所でしたので、大きい災害があると次のことも考えながら常に活動しなけ

ればいけない状況にありましたけれども、消防広域化のおかげで、後から来る隊が確定し

ているというので、非常に安心感があるというふうに現場のほうは言っております。当然

目の前の災害に全力を突っ込むことができるというふうに話を聞いております。 

 続いて、消防広域化時の課題とその対応ということで３点、その後にもう３点、全部で

６点ほど挙げさせてもらっています。まず１つ目が職員の給与格差の是正、それから、消

防団事務の取り扱い、消防組合議会の議員数、この３つが協議の場で、非常に押したり引

いたりがあったところでございます。 

 まず１点目の職員の給与格差の是正ですけれども、当然、構成市が違いますので、宇部

市のほうが若干給料は高うございました。２号俸ぐらい高くて、山陽小野田のほうが低か

ったんでけれども、それは合併当時は給料表を一緒にできなかったんですけれども、広域

化の協議、それから、合併後も構成市の職員課、人事課、消防の担当課、あわせて総務管

理部長、副市長、市長まで最後は巻き込んだワーキンググループを設置して、給料の調整

をしております。最終的には山陽小野田市側のほうに月額特勤というのがありましたので、

それを基本給に上乗せした上で、直近上位に公安職給料表に格付という形で給料を定めて

おります。ですから、そこに書いていますけれども、格差の是正というのは実施していま

せん。広域化したから給料を上げるというのは職員の都合がいい話だろうということで、
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その辺は住民理解も得られないということで、職員には説明会を６回ぐらい開いて給料は

格付しています。旧宇部市の方と同期に入ってても旧山陽小野田市の方は給料は少ないで

すけれども、それはそのままでいくんですよという話で、職員のほうには納得させていま

す。 

 それから、消防団事務の取り扱いですけれども、こちらも本来、消防広域化とは別です

ので、構成市のほうに消防団の事務が残る形になっております。ただ、構成市側のほうも

急に消防団事務は受けられないし、消防団が集う場所、会議する場所も構成市のほうには

ないということで、当組合の場合は構成市それぞれが消防職員に併任辞令をかけて、消防

団事務をやっています。それぞれの基幹の消防署のほうに消防団係を置いて構成市の消防

団係という形の身分を受けて、従来どおり、消防署のほうで消防団事務をやっている形で

す。ですから、消防団の方も従来どおり、消防のほうに行きやすいという形もありますし、

職員も顔が知れているという形を構築しています。あわせて人事給与・財政等も構成市か

らの人事交流をやって、スムーズな事務の遂行を行っております。 

 それから、最後の最後まで議会でもめました組合議会の議員数でございますけれども、

当初計画では人口と経費負担を勘案して６対３の９人ということで考えていたんですけれ

ども、どうしても小さいほうの市から議会は同数じゃないか、やるなら５対５、３対３で

組合議会をつくらなくちゃいけないんじゃないかという話で、かなりすったもんだはあっ

たんですけれども、こちらは組合規約のほうに組合の議会の議決は過半数とする。ただし、

山陽小野田市に関する重要議案については山陽小野田市議会の意向を尊重するという規定

を盛り込んで、何とか山陽小野田市の議員さんには納得してもらったという形をつくって

おります。 

 それから、残りの３つですけれども、医療機関との連携、戦術、装備の統一、災害時の

指揮命令系統の不具合というのが大きな課題となっておりました。医療機関との連携につ

いては消防広域化によりまして、山口県、それから宇部市、山陽小野田市、医療機関、全

部を巻き込んで、一堂に会して協議する場を設けて、何度も協議を続けております。その

結果、昨年度、２次輪番の見直し等の救急受け入れ体制の充実が図られまして、昨年度ま

では、救急隊は病院の受け入れを照会する回数は平均３.８回だったんですけれども、２次

輪番の見直し等のおかげで、今年度既に１.７回へと平均が半減している状態になっており

ます。 

 それから、戦術、装備の統一も当然育った環境が違いますので、宇部市の消防、山陽小
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野田市の消防でやり方が違っておりました。これも広域化の協議の最中から警防部会とい

うのを特別につくって、各警防、署所のほうで協議を重ねながら、広域化も警防課主導で

各署長会議を毎月開催して、戦術の統一や車両装備の統一を図りました。これに合わせて

人事異動も積極的に行いましたので、人が入れかわれば、だんだん意識のほうも平滑化で

きてきて、戦術、装備の統一が図れてきているのが現状でございます。 

 それから、災害時の指揮命令系統の不具合ですけれども、当然従来は単市の消防でした

ので、消防長、次長、署長あたりが構成市との連携がとれていたんですけれども、当然一

部事務組合になりますので、構成市との連携がとりにくいということで、構成市に災害時

に災対本部が設置された場合は基幹消防署の署長──これは部長兼務、部長職で、消防署

長になっております。この２名が構成市の災害対策本部員として参画します。あわせて連

絡要員を必ず派遣して、消防局の警防本部との連携を図れるように消防局の警防本部運用

規程のほうを制定しております。また、今年から消防局構成市の災害対策本部にリアルタ

イムで動画が配信できるシステムの構築を今始めて、この８月から試行する予定にしてお

ります。 

 次に、当組合の災害事例ですけれども、昨年８月に山陽小野田市でアセチレンボンベ充

塡所、高圧ガスの製造充塡施設ですけれども、そちらで爆発、炎上火災がありました。被

害状況は、全焼が３棟、半焼が１棟、部分焼が７棟、負傷者１名という状況です。これも

広域化の成果でして、広域化する前で旧山陽小野田市の規程で出動したとすると、２署１

出張所から６台、２４人が精いっぱいで、この災害に対応する状況でしたけれども、消防

広域化により、出動車両が管轄から１０台、応援隊が１１台ということで２１台が現地に

入っております。職員も管轄が２７人、応援署所から４５人ということで、７２人が現地

に入れている状況になっており、被害を最小限にとどめているというのが実情でございま

す。 

 こちらはそのときの航空写真ですね。水が出ているのは大型化学高所放水車とはしご車

から、どうしても爆発炎上状態がひどかったので、近寄れませんでしたので、はしご車と

大型化学高所放水車のほうで消火活動を行ったという状況でございます。 

 もう１つ、事例を見てもらいます。こちらは平成２２年に起きた他都市での災害事例で

ございます。３０トンの大型トレーラーとマイクロバス２７人乗りの衝突事故ということ

で、現場には単独消防さんのほうから救急車が３台、救助工作車が１台、出動人員が１２

人ということで、こちらの消防は管轄人口４万９,０００人、職員数８３人、１署２出張所
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でございます。当然１署２出張所ですから、救急車３台しかございません。全勢力をつぎ

込んで対応した重症者が９人、中等症が４人、軽症者が１０人、死者が５人、合計２８人

の災害に対して、出ている車は救急車３台と人員は１２人だけというふうに非常に厳しい

対応を図られている。これが当組合の規模と同じに消防広域化を推進できれば、当組合の

場合最大１１台の救急車が一時的に出せます。当然、救助工作車も４台、現地のほうに行

って、指揮隊も現地に入りますから、現場指揮本部もできるということで、重症者９人が

一遍に１台ずつ運び出せるという状況には、広域化すればできる。この場合は、９人の重

症の方がいらっしゃっても、救急車３台でしか対応できていませんよという事例でござい

ます。 

 最後、「おわりに」なんですけれども、アドバイザーで行かせていただいたときにいつも

お話しするんですけれども、近年発生している消防力をはるかに超える災害を消防職員が、

消防はどうしなければならないのかというのをどう考えるかということです。市の執行部、

それから、市議会議員も消防はどうしなければならないのかというのを真面目に考えない

と、消防広域化は進まないかなというふうに思っています。 

 それから、消防の広域化というのは、住民にとってはメリットはあっても、大きなデメ

リットはありません。デメリットというのは、あくまで広域化する職員にとってデメリッ

トがあったり、自分たちが不都合になったりというので、大変なんよねとは言いますけれ

ども、住民にとっては来る車が増える、救急車も早く来る、消防車も早く来るということ

で、デメリットはほとんどないというふうには我々のところでは考えております。 

 各消防にとっても、悪しき慣習って今まであると思うんですけれども、消防広域化は、

抜本的に消防行政を見直す絶好の機会でもあります。所属の職員も、それを伸ばす絶好の

チャンスでもあります。そういうのが消防のメリットというふうに考えておりますので、

今後とも３０年まで、ぜひともアドバイザーとして消防の広域化が推進できればというふ

うに思っております。 

 以上でございます。 

【田中会長】  どうもありがとうございました。極めてクリアに我々の議論の参考にな

る情報をいただいたと思いますが、いかがでございますでしょうか。ご意見、ご質問、せ

っかくの機会でございますので。どうぞ。 

【山本専門委員】  ありがとうございます。山本でございますけれども、消防の職員の

皆さんは広域のときの、事前のところには例えば救急隊は専従化されていたのか、いない
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のか。そして、赤い車、白い車、どのような形で職員の皆さんは仕事をしていた。両市が

それをどういうふうに広域化していったのかというのはなかなか難しいところがあったの

ではないのかなと思いますので、質問させていただきます。 

【宇部・山陽小野田消防局】  隣接する市でしたので、比較的同じような方法で現場の

ほうは動いています。救急隊は、それぞれ救急救命士がいて、専従化ができている状態で

す。ただ、出張所とかは消防隊と兼務ですので、オレンジの服を着た人間が救急車で行く

こともありますけれども、基幹の消防署は救急隊専従で作業はしていたところです。ただ、

当然小さいところも広域化をもとに専従にしましたので、今のところ救急救命士の絶対量

が足りていないというのが実情ですけれども、今後も引き続き各署所、専従化で進めてい

きます。 

【山本専門委員】  ありがとうございました。非常に重要なところだと思います。あり

がとうございます。 

【田中会長】  ありがとうございました。ほか、いかがでございますでしょうか。小川

委員、相川委員で。 

【小川専門委員】  小川でございます。大変整理されたご説明ありがとうございました。

４ページの下側のスライドですけれども、職員給与格差の是正の問題です。私自身は自衛

隊と海上保安庁の仕事に直接かかわっておりまして、こちらは全国組織なのですね。だか

ら、職種によって手当が違うというのはあっても給料は一緒です。同じような危険な任務

に携わっていて、給料が同じというのは当然のことだということで考えているのですが、

なぜ消防は自治体であるがゆえに、市の財政に基づいて格差があるのか。それを何か危険

な任務に当たる職務であるがゆえに、一律にするような方策はないのか。そういったよう

なことが職員に対する説明会、６回やられたといいますけれども、そういう中では出なか

ったのだろうか。何かその辺についてのお考えがあったらお聞かせいただきたいのです。

ありがとうございます。 

【宇部・山陽小野田消防局】  もちろん不平不満はかなり出ております。同期に入って、

宇部に入った人間と、山陽小野田に入った人間で一緒に高校を出て、入って、くっついて

みたら宇部のほうが給料が高いというのははっきりしますので、そこは苦しいところだっ

たんですけれども、ただ、消防広域化イコール職員の処遇改善というわけではないという

のが両市の首長さんのスタンスでしたので、ここだけは譲れないという。我々もできれば

いいほうに合わせてあげたかったんですけれども、私は給料が低いほうの旧山陽小野田市
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の人間なんですけれども、ぜひとも協議会の中で上げたかったんですけれども、それはど

うしても譲れないということで。そこで１年間協議した中で、打開策で出たのが、旧山陽

小野田市のほうは、消防は危険なので月額の特勤消防手当というのをつけましょうという

ことで、従来、６,０００円程度月額特勤がついておりました。それを基本給に上乗せした

状態で、公安職に格付することで何とか手が打てないかということで、実質的には全員が

上がった状態です。ただ、当然一緒に入りました同期で宇部に入った高卒で基本給はちょ

っと上の子がいます。それはもうしようがないというふうに割り切りましょうということ

で説明をして、最終的には職員も、一部は納得しないのもいると思うんですけれども、そ

こにゴールを持っていったというのが実情です。 

【田中会長】  ありがとうございます。むしろ消防庁に伺うべき話かもしれませんが、

そこは自治体の自治行政でございますので、水道料金から全てそういう論理ですよね。関

澤委員は関連ですか。どうぞ。 

【関澤専門委員】  同じく４ページの消防団事務の取り扱いのところなんですけれども、

消防の広域化で一番悩ましいのは消防団と市町村の関係かなと思います。広域化しても、

消防団は基本的に市長のもとの管轄にあるということで、先ほどのご説明では常備消防と

消防団との指揮連絡情報、指導とかいうのは、従来どおりの連絡が保たれるということで

すけれども、市長さんとしては、自分の地域の水害とか、もっと別に、非常に多様な災害

に消防団の方に活躍してもらいたいというときは、独自の市の中で動くという姿があると

思います。その辺の調整なんかはどうやってとっているんでしょうか。 

【宇部・山陽小野田消防局】  この基幹消防署というのは宇部市の中央消防署、山陽小

野田市の小野田消防署、それぞれの構成市の基幹消防署のほうに消防団係を置いている状

態です。ですから、従来どおり、宇部市の消防団は宇部市の消防署に集まって協議する。

消防調整課という課をつくっているんですけれども、それの頭は構成市の総務部長で、そ

の上は市長さんになりますので、系列は縦系列のままで、従来もその状態でしたので、従

来どおりの活動をしているということで、当然小野田市で何かあって、小野田市長が消防

団活用といったら、総務部長を経て、基幹消防署長の指示のもと、消防団長と一緒に行動

するということで、従来どおりの消防団活動ができています。 

【関澤専門委員】  ということは、消防団は従来どおりという理解でよろしいんでしょ

うか。 

【宇部・山陽小野田消防局】  そうです。 



 11 

【関澤専門委員】  わかりました。 

【田中会長】  それでは相川委員。 

【相川委員】  相川と申します。ありがとうございます。先ほどから皆さんおっしゃっ

ていますように、広域化のメリット・デメリットを考えるときに、住民の視点と消防団の

方の視点と職員の方の視点と３つあると思います。「住民にとってデメリットはない」とお

っしゃっいましたが、これは何ではかっておられますか？出動時間や台数が維持できてい

るのでデメリットはない、と判断されているのでしょうか。それとも何かアンケートみた

いなので評価をきかれたのでしょうか。 

【宇部・山陽小野田消防局】  正式なアンケート等はしておりません。消防広域化の協

議を進める中でのパブコメなんかをやりましたけれども、住民にとっては早くなるという

ので、そこで否定的な意見は出てなかったという状況です。 

【相川委員】  ありがとうございます。なぜお尋ねするかというと、どんな指標でメリ

ットをはかるのか、という基準を確認したかったからです。広域化の中で、台数や人員を

削減することもあろうかと思うので、そういうマイナス情報も提供した上でアンケートを

とったりするのか、それとも単純に時間とか、１回の出動台数に変化がないから、デメリ

ットがないで判断するのか、という質問だったんですけれども、そうすると……。 

【宇部・山陽小野田消防局】  職員の削減をしていません。 

【相川委員】  ごめんなさい。消防台数ですね。 

【宇部・山陽小野田消防局】  台数は、当然過剰になってしまうので、そこの部分は消

防の広域化の協議のときのパブコメでも出しています。 

【相川委員】  わかりました。次に消防団の方の視点ですが消防団のお世話をされる消

防調整課ですか、この課の方も広域化に伴う人事異動の対象なのでしょうか。積極的に人

事異動を行っていらっしゃるとおっしゃっいましたが、地元の調整をする部局の職員まで

異動されたのか、それともその部局は動かさずにキープされた上で、別の部局の人材を積

極的に動かしたのか、どちらでしょう。 

【宇部・山陽小野田消防局】  そこはそのまま置いています。もともとの消防団のつな

がりがどうしてもありますので、担当のほうは変えていません。 

【相川委員】  なるほど。人事異動しやすいセクションと、しにくいセクションときち

んと分けていらっしゃるということですね。 

 それから、職員の給与の不平等については本当にお気の毒だと思いますが新採の場合は
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どうなるのでしょう。新規採用の場合は広域組織の一括採用で同じ給料ということになる

んでしょうか。それとも、新採の方に関しても差が出てしまうということでしょうか。 

【宇部・山陽小野田消防局】  平成２４年度の採用からは新しい公安職給料表に格付し

ますので、統一の給料でやっています。 

【相川委員】  そうすると、先輩を抜いてしまうというケースも出てくるのでしょうか。 

【宇部・山陽小野田消防局】  そこは一番の問題があって、そこについては全部で６０

人ぐらいシミュレーションして、５年ぐらいのシミュレーションをして、新規採用者が超

さないところに、下の子は少し上げています。上のほうはほったらかしでしたけど、若い

子は逆転するとほんとうにモチベーションが下がるので、そこだけは直近上位じゃなくて、

２つ３つ上にちょっと格付し直しています。 

【相川委員】  了解しました。根掘り葉掘りお聞きして、すみませんでした。ありがと

うございました。 

【田中会長】  それでは、まだまだ伺いたい点がたくさんあると思いますが、時間がか

なりオーバーしておりますので、一旦この辺で打ち切らせていただきたいと思います。今

のお話の中で広域化という作業を通じたプラスアルファというところが高度化に設備面だ

けじゃなくて、意識面とか、システム面でもプラスアルファがあるというようなことは大

変貴重なお話だったと思っております。 

 続きまして、神奈川県の取り組み事例に関して、神奈川県安全防災局安全防災部の原田

消防課長からご説明をお願いしたいと思います。 

【神奈川県】  ただいまご紹介いただきました神奈川県安全防災局消防課長の原田でご

ざいます。私からは広域自治体としての神奈川県の立場から消防広域化の取り組みについ

て説明をさせていただきたいと思います。 

 これは本日の説明の項目でございます。まず神奈川県の概要ということですけれども、

ざっくり申し上げますと、東京に隣接しており、東京から８０キロ圏内にほぼおさまると

いうことが非常に大きな特徴でございます。そこの中に９００万人を超える県民の方が住

んでいらっしゃいます。まず、東京に隣接している４０キロ圏内に３つの政令市がありま

す。さらに６０キロ圏内にはそれに準ずるような１０万人から４０万人の大き目の都市が

並んでおり、こちらに今回の広域化の比較的中心となる市町が多くあります。さらに西に

行くに従って一般的な他の都道府県の地方都市の様相がだんだん濃くなってくる、このよ

うな特徴がございます。そして、神奈川県としては、高齢化がほんとうに急速に急ピッチ
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で進んでおりまして、人口に関しましては、平成３０年をピークにこれから減少していく

ことが見込まれている、そういうところでございます。 

 続きまして、県内の消防本部の規模ですが、中には横浜消防のように３００万人を超え

るような非常に大きい消防本部を含む、３０万人以上の大規模な消防本部が６つあります。

その次に１０万人から３０万人未満の中規模の消防本部も９と、かなりあります。１０万

人未満の消防本部については１０本部ということで、全国的にはこれが６割を占めますが、

この規模が神奈川県においては、４割と低い割合になっています。単独の大規模消防本部

が多く、中規模以上も結構多いので、結果的に小規模の消防本部が少ないということで、

消防広域化に関しては、神奈川県は当初、なかなか進みにくい都道府県ではないのかと言

われていたということでございます。 

 続きまして、こちらが本県の消防広域化推進計画によるブロック分けです。３政令市を

除いた残りの部分を５つのブロックに分けたものです。それが今の時点でどのような進捗

状況になっているかということでございますけれども、全てのブロック内で何らかの形で

広域化、あるいは消防指令の共同運用、それがブロック全部で参画されているわけではな

いんですけれども、ブロック内のいずれかの市町村が参加して、何らかの形で広域化が進

んでいるということでございます。 

 具体的に、まず最初に広域化が実現いたしましたのは、県の西側ですね。県西地区とい

うところで、こちらは人口規模の比較的小さい市町を多く抱えるところでございまして、

小田原市が一番大きいんですけれども、小田原市に委託するという形で平成２５年３月に

広域化が実現しております。 

 その次に、こちらの県央の地区なんですけれども、この中の清川村というところが、県

内で唯一の非常備消防でございまして、この村が厚木市へ委託という形で２８年４月に広

域化が実現しております。さらに今後の広域化の予定ということで、こちら三浦半島なん

ですけれども、三浦市というのが突端にございまして、この三浦市とその隣の横須賀市、

こちらは大きい規模の市ですけれども、これが当初、消防指令の共同運用から発して、そ

こから発展して三浦市が横須賀市に委託という形で、これは２９年４月の広域化を予定し

ておりまして、現在、３つがほぼ広域化を実現するような形で進んでおります。 

 このほかにも、例えば県央地区とか、湘南の東西の中で、消防指令の共同運用も進んで

いるということでございます。 

 続きまして、広域化の組み合わせはどういうところが多いのかということでございます
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けれども、これは消防の職員数で規模を見ている表ですが、比較的中規模の消防本部と、

あとは小規模の消防本部の組み合わせで広域化が、あるいは指令の共同が進んでいるとこ

ろが多いことがお分かりいただけるかと思います。中には同じような規模で指令を進めて

いるも数少ないですが、あります。こんなような特徴がございます。 

 それでは、こうした地区で、どのような理由で消防広域化が進んだのかという、その理

由でございますけれども、まず市町村長、首長さんの意向が強かったということがありま

す。最初に広域化した県西の小田原を中心とした２市５町ですけれども、こちらにつきま

しては、全国的な市町村合併の協議の際、広域連携を検討していた経緯があり、最終的に

は合併に至らなかったんですけれども、協議に至りやすい環境にあったということがあり

ます。あと県西地域というのは土砂災害とか、そういったことも起こりやすい場所でござ

いまして、規模の小さな消防本部で、こういったものに対応していけるのかというような

危機感も首長さんにありまして、そういった意味での広域化の意向が強かったということ

があります。 

 首長さんの意向に関しましては、その後２番目に広域化した厚木市と清川村でも、先ほ

ど申し上げたのは県内唯一の非常備消防の村長さんがいらっしゃった訳ですが、この村長

さんが、将来を見据えると、しっかりとした消防力を持ちたいという意欲が高かったとい

うことが１つあろうかというふうに思います。あと、これから広域化を予定している横須

賀市と三浦市ですけれども、これは指令業務の共同運用を契機として、お互いの交流が深

まり、消防本部の様子がよくわかって、例えば三浦市であれば、横須賀市の消防力の高さ、

こちらのほうに触れまして、そのような消防力が三浦市においても実現されるのがふさわ

しいのではないかということで、市長さんの判断につながったのではないかと思います。 

 こうした判断の中には、例えば無線のデジタル化とか、指令の整備、あるいは重複する

特殊車両の解消という、財政的な効果に加え、もちろん消防としてのメリットである、例

えば市町村境の現場到着時間の短縮、こういったものも、当然あろうかと思います。 

 市町村におかれましては、将来的には必要な消防力を維持していけるかどうかというこ

とに関しては、共通して何らかの危機感みたいなものは持たれているのかなというふうに

感じております。それを実際に広域化に向けて舵を切っていくということに関しましては

初期投資というのが必要になりますから、そのときの財政支援ということも、どうしても

大きな判断の呼び水になるということで、例えば厚木市と清川村の広域化ということであ

れば、そういう国及び県の財政支援が得られたということで、こういったことも大きな判
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断材料になっているのかなというふうに思っております。 

 次に、神奈川県としての支援ということですけれども、人的支援ということで、例えば

県の幹部、安全防災局長とか、そういう幹部が首長さんのところを訪問して、広域化のメ

リットであるとか、財政的支援があるうちの広域化はよりメリットが大きいであるとか、

常備消防が有効であるとか、そういった話を個別に説明させていただいたりとか、あと県

が助言を行う際には、消防サイドへの助言にとどまらずに、企画部門など首長部局を巻き

込んでいくような形で全庁的な動きにつなげていく、そういった形でいろいろ助言させて

いただいているというのがございます。 

 次に、財政的な神奈川県としての支援でございます。こちらに関しましては、消防の広

域化に関しましては、必要な施設整備等々に関して、２分の１の補助率で支援を行ってお

ります。あと、指令の共同運用につきましては、将来の広域化を見据えるという意味合い

で３分の１の補助率をとっております。実際にどのような形で支援をしたのかということ

で、こちらは補助実績ということになりますが、最初に広域化した県西地区に関しては、

事業費１０億円に対して県の補助額はほぼ１割の１億という、ざっくり言うとそんな形に

なっています。これは国の起債可能額、そういったものを除いた残りを補助対象として、

２,０００万控除して、その２分の１を補助するため、補助額としてはこのぐらいの割合と

いうことになっております。県の補助額自体は全体から見ると高い割合ではないんですけ

れども、将来を見据えて、当面、必要となる経費に関して、県が補助を行うということに

ついて、市町村のインセンティブとして働いているのかなというふうに思っております。 

 あとこちらは、同じような形で三浦のほうですね。指令の共同に関しても支援を行って

おりますけれども、これはさらに割合はわずかになるんですが、指令に関しては改修とか、

無線デジタル化でかなり高額になってくるということで、これ自体は共同でやることが、

更新の時期さえ合えば、かなりメリットがあるということで、財政的にも人員の有効活用

という面からも多いということで、こちらは比較的進みやすいのかなというふうに考えて

おります。 

 それで、今後の予定ということになりますが、これまで３つの地区で広域化が実現する、

あるいはしようとしています。さらに現在も、３つの地区で指令の共同運用の取り組みが

進んでいます。市町村長の最終的な広域化の判断には長期的な財政メリット、それも重要

ですけれども、当面の財政的な負担も問題になるということで、支援制度があれば、広域

化に向けて大きく前進する可能性もあります。特に、国の広域化の期限延長と財政的な支
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援があれば、例えば指令の共同から広域化に進むとか、そういった形で大きく舵をとる市

町村も出てくることも期待できるのかなというふうに思っております。 

 あと、参考ですけれども、こちらは消防の広域化に関する県の補助金ということになり

ますが、こちらは今年度から新たな事業立てとして総額１０億円で地域防災力の強化をす

るための補助事業ということで、消防の広域化、指令の共同に関しても、重点事業という

位置づけでやらせていただいています。 

 こういった広域化の取り組みとあわせて、その下に消防県内応援体制というのがご覧い

ただけるかと思います。こちらは先ほどお話がありましたような消防機関間の柔軟な連携

協力というところにも少し関わってくるのかなというふうに思っておりまして、神奈川県

では昨年５月に、箱根山の大涌谷の噴火警戒レベルが上がったということがありまして、

その際に政令市の協力を得て、県内の全消防本部による県内応援体制を構築いたしました。

この４月からはさらにそれを発展させて、県内消防の応援部隊を緊援隊の部隊に準じて、

事前に部隊登録してもらうため、新たに部隊を整備する場合には県も支援していきましょ

うという制度であります。災害や事故などが、ひとたび起こった場合には、知事を本部長

とする消防の広域運用の調整本部を設置して、オール神奈川で部隊の一体的運用を図って

いこうというもので、この体制を４月からスタートしております。政令市さんの協力も得

られて、神奈川県の消防の中では皆さん一体となって運用していくような、そのための例

えば全警防担当課長さんが集まったりして、どうやってやったら、それぞればらばらにや

っている運用を１つにしていけるのかとか、そういったことも今、具体の運用をより実効

性を高めるための会議なども設けさせていただいて、そういった取り組みも併せて進めて

おります。 

 後半は消防の広域化と若干外れていますけれども、関連ということで説明申し上げまし

た。以上でございます。 

【田中会長】  ありがとうございました。ただいまのご説明について、ご質問、ご意見、

ございますでしょうか。あいうえお順に、青山委員、小川委員で。 

【青山（佳）委員】  わかりやすいご説明ありがとうございました。ここでも県ですと

か、それぞれの首長さんのリーダーシップの存在が非常に大きいのだということもよくわ

かりました。 

 それで、消防力の高い消防が近隣にあれば委託という形をとるのは、先ほどの給与の面

とか、煩雑な組織改変もしなくて済むと思うんですが、例えば横須賀と三浦の場合ですと、
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三浦には消防があったと思うんですけれども、そういう方たちはどう処遇されたのか教え

てください。また、市町村合併を含めたいろいろな経緯があると消防の広域化も進めやす

いというような印象を受けたわけですが、一方、市町村合併の現状を見てみると、神奈川

の場合は比較的都会なんですけれども、もうちょっと地方部に行きますと、最初は行政サ

ービスも均等に行われるという話だったのが、ふたをあけてみると、周辺部においてはち

ょっと手薄になっていくという傾向があって、課題も出てきています。先ほどは住民への

デメリットはないというお話もございましたが、そういうデメリットが起きないように何

か配慮というのか、検討されているのかどうか教えていただければと存じます。 

【神奈川県】  まずは横須賀市と三浦市で、三浦市との関係ということで、先ほど事例

でありましたとおり、三浦市さんは結構財政的に言うと厳しい状況がありまして、人的な

部分でいくと、横須賀市と比べて厳しいというのがありますけれども、そこは三浦消防の

方々が納得していただいて、最終的には委託を受けて、三浦市の職員は、横須賀市の職員

と比べると条件はちょっと悪いですけれども、横須賀市の消防の職員となっているという

ことでございます。 

【青山（佳）委員】  消防隊員の方たちはどうなったんですか。 

【神奈川県】  消防隊員の方が。 

【青山（佳）委員】  やめられたということですか。 

【神奈川県】  やめられていないです。改めて横須賀市の職員になっています。 

【青山（佳）委員】  職員に採用される。そういうことですね。わかりました。ありが

とうございます。 

【神奈川県】  あと、市町村合併に伴った議論ということで、神奈川県の場合はなかな

か大きい自治体が多いものですから、合併の協議自体が進みにくかったということで、県

西地域におきまして、唯一協議がある程度行われたというのがありまして、そういうこと

も機運醸成のもとになったというのは、あるんですけれども、他の地域はなかなかそこま

でには至ってないようなところはございます。 

 あと消防規模自体は、神奈川県は割と大きいので、当面、すぐに困っているというのは

ないんですけれども、先々を見据えると、本来はこれを維持していくためには、そういう

広域化というものも必要であろうという、意識はおそらくあると思いますが、それを今や

るのかどうかというところの判断がなかなかできにくい。そこで、首長さんがその判断を

されるのかどうかというのがポイントになってくるんですけれども、判断するポイントが
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長期的な財政見通し、財政削減がどれくらい入るのかということと、今ここでその負担を

するのかどうかということの中で、例えば支援があれば、判断の契機となりやすいという

ようなことはあろうかと思います。 

 以上でございます。 

【青山（佳）委員】  ありがとうございました。 

【田中会長】  ほかいかがでしょうか。それでは、小川委員。 

【小川専門委員】  ありがとうございます。小川でございます。これは神奈川県、ある

いはその前にご説明いただいた山口県の場合だけではないと思うのですが、広域化が進む

につれて、装備品とか、運用に関する問題点というのはどのような格好で克服するような

方向にあるのかということを、私は知識不足、情報不足なのかもしれませんが、消防庁に

も教えていただきたいと思います。例えば阪神・淡路大震災のときですと、神戸市と隣接

した三田市の消防の消火栓をあける器具が神戸市では使えないとか、あるいはあのとき初

めてこんなややこしいのかと思ったのですが、ホースに差し込み式とねじ込み式２種類あ

って、それぞれ大きさがばらばらで、媒介金具を消防車が積んでいくと。それを忘れてい

っちゃったとか、それが足りなくなったとか、落としたとか、そんな事例が結構あった。

広域化に伴って、そういう問題をどのように克服してきたのか。あるいはまだ残っている

としたらどういうふうにしてそれを直していくのか。そういったことをお伺いしたいと思

います。ありがとうございます。 

【田中会長】  なかなか難しいですね……。 

【高橋委員】  では、私が。 

【田中会長】  そうですか。 

【高橋委員】  消防長会の会長の高橋でございます。今先生からお話があったように、

消防の装備も非常に違いがあったというのは確かでございまして、特に阪神・淡路大震災

のときも問題になったのは、まさしくホースのつなぎでねじと町野が混合しているという

ことで、つなげなかったという問題もありました。その中で、全国消防署の装備はそうい

った教訓を踏まえまして、統一化を図ってきていますので、今基本的に全国の消防の中で

装備の不都合が出るというのはないんだろうと思います。ただ、先ほども説明がありまし

たように、戦術だとか、やり方ですね。火事の消し方も１パターンではなくて、それぞれ

育った中で、教育訓練を受けています。そのもとの教育訓練が違うものですから、それぞ

れの地域性が出たものがあります。あとはそれぞれのあるとすれば、市町村の財政状況に
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よって入れられる装備とものが違います。ですから、いい装備を入れているところもあれ

ば、なかなか財政的に厳しくて、入れられないというところはありますので。ですから、

教育の面とか、装備で言えば、どのレベルに合わせる。例えば防火備品をとってみても耐

熱性のすぐれたものとか、いろいろなものがあるわけですね。そういったものをどこまで

買って入れられるかという財政的な問題もあるので、そこの面は違います。 

【小川専門委員】  ありがとうございます。 

【田中会長】  私もほぼ同じことを以前問い合わせをして、大丈夫だという話を伺って

います。それでは浜本委員宜しくお願いします。 

【浜本専門委員】  千葉県から参っております専門委員の浜本でございます。神奈川県

さんに１つ質問と千葉県の様子をご紹介したいと思います。一部事務組合というのは今回

の広域化の前にはあったんでしょうか。 

【神奈川県】  今回の広域化前には、真鶴町が湯河原町へという２つの小さい町での委

託という形がありました。一部事務組合という形では……、すみません、小田原のほうで

広域化する際に、その前にいくつかの市町が、一部事務組合として足柄消防というのをつ

くっておりました。それが解散して、今は小田原消防に委託しているという、そういう形

でやっているというのはございます。 

【浜本専門委員】  わかりました。ありがとうございました。何でこんなことを聞いた

かといいますと、うちの県は、私のほうで出した資料、下のほうにあると思いますが、緑

の千葉県の地図がある。ちょっとごらんください。緑の千葉県の地図を見てください。千

葉県は５４の市町村がございます。それが８個の一部事務組合、ある意味広域化が進んだ

ものと、それから２３の単独、３１本部でやっております。広域化の計画については、平

成２０年に７つのブロックに広域化していこうということで計画を立てました。ところが、

全然進みません。いろいろな問題があって、この会もありましたので、首長さんに改めて

５月に聞いてみたんですが、地域のことは地域でやる。それから、広域化で薄まってしま

うのではないかとか、そういう意向が結構強くて、首長さん、なかなかまとまらないんで

す。ですから、広域化というのは、消防の合体というのは難しいものだと思います。 

 一方で、県は平成１９年に共同指令センターの整備計画を立てまして、こちらのほうが

先に進んだということで、平成２５年４月から２つのブロック、緑のところと北側、北西

部といっていますけれども、それぞれ３００万人オーダーで共同指令センターがスタート

いたしました。特に千葉市さん、政令市でございますが、千葉市が緑側の共同指令センタ
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ーを開設いただきまして、２０の消防本部でやっております。青山先生からもありました

けれども、地域、どうなるのだというご懸念がありました。私も聞いてみましたけれども、

共同指令から指令が行く。そうすると、実際動くのは現場の消防なんですね。ですので、

地域で、あの坂道、どうなっているんだ、そういう問題は生じないということです。メリ

ットとしては、２０のすごいエリアですよ。ここのエリアの中で今出動可能な救急車がど

こにあるのか。例えば救急車でいいますと。それが全部、現在地わかっている。これを使

えるということが全部わかる。例えばマイクロバスが転んじゃった。そうすると、一気に

二十数名の救急搬送が必要なんですが、その地域の消防の救急台数では到底足りない。そ

うすると、使えるものは直ちにすぐわかっているので、出せるとか、あるいはある市であ

ったそうですけれども、３台の救急があった。一番近いところの救急車が出ていた。呼吸

困難の患者さんですね。それで、単独でやっていると、２台目もだめ、３台目が２０分か

かるところ。ところが、隣接のところに１１分で来れるところがあったというようなこと

もあって、非常にメリットが大きかったということで、広域化は難しいですが、共同指令

については大変メリットがあると思います。 

 あと、小川先生からお話がありましたけれども、運用面でいろいろ詰めることがござい

ます。例えば共同指令を受けますと、連絡をくださったバイスタンダー、いますけれども、

その方にいろいろ指示します。これをやってください、あれをやってください。その指示

の仕方が各消防で違っていますので、そういった言葉遣いについては統一しましょうとか、

いろいろなことは運用の改善はあります。難しさとしては２０の消防本部がありますので、

そこをみんなどうやって統一していくか。これは汗をかきますが、メリットは非常に大き

いということを申し上げて、これを進めるためのインセンティブは欲しいなというところ

でございます。 

 以上です。 

【田中会長】  ありがとうございました。若干後半の議論に入っているようでございま

すが、非常に具体的なお話がございましたので、予定を大幅に超過してここで議論させて

いただきました。 

 それではまた後で議論があるかもしれませんけれども、とりあえず先に進ませていただ

きまして、需要のほうの話ですね。資料４に基づいて小宮消防・救急課長からご説明をい

ただきたいと思います。よろしくお願いします。 

【消防・救急課長】  着座で説明させていただきます。時間の都合がありますので、コ
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ンパクトにご説明させていただきます。お手元の資料４の１ページ目が消防需要の見通し、

２ページ目をごらんいただきまして、救急搬送の需要の将来予測でございますけれども、

人口が減少する中、出動件数と搬送人数は増加していくという予測でございまして、３ペ

ージをごらんいただきまして、消防本部の規模別の１消防本部当たりの救急搬送人員数の、

これも２０１０年からの将来推計でございますけれども、黒いのが全体なんですけれども、

これに比較いたしまして、人口規模の大きなところでは少し需要が増えていきますけれど

も、小規模本部になるほど需要増の割合が低くなりまして、一番下のラインのところで既

にピークを迎えて減少に転じていると考えられます。 

 ４ページをごらんいただきまして、これは２００７年から９年までの全国の搬送の実際

の数字で、年齢階層別でございますけれども、当たり前ですけど、高齢者の方ほど搬送率

が高くなりまして、一番右の８５歳以上の方ですと、１年に１００人当たり延べ１７名の

方が搬送されているということでございます。 

 ５ページでございますけれども、建物の火災の１００件当たりの死者数でございますけ

れども、旅館・ホテル、病院・診療所、福祉保健施設が多うございますが、旅館・ホテル

はだんだん減ってきておりますが、病院・診療所につきましては一番右のあたりで増えて

いますが、小さな有床診療所などで、建物の劣化などが原因ではないかと思っております。 

 福祉保健施設につきましても近年少し増えておりまして、これにつきましては６ページ

をごらんください。福祉施設の火災の推移でございますけれども、上の赤い線が、火災件

数が徐々に増えておりますけれども、右側の１９７４年のところ、これは自火報の設置義

務が消防法の改正でありまして、その後少し減りましたが、その後また伸びてきておりま

す。２０００年の介護保険法の施行に伴いまして、施設そのものは、棒グラフでございま

すけれども、どんどん伸びておりまして、火災も増えておりますが、２００９年のときに

自火報の設置対象を拡大いたしましたことで、少し火災が減っているということでござい

ます。 

 下が、今度は施設数に対する火災件数の割合と死者数の推移でございますけれども、こ

れも折れ線グラフ、１万件当たりの火災件数は少しずつ減っておりますが、１９８７年に

兵庫と東京で大きな火災の事故がありまして、死亡されている方がおられます。２００９

年、１０年にも同様に群馬、北海道で大規模な火事による死者が出まして、そういったこ

とに伴いまして、３度ほどスプリンクラーの設置対象の拡大をしております。 

 おめくりいただきまして、７ページは今後の消防体制に影響を及ぼす災害の多様化、複
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雑化と右側が要援護者の増加、要援護者につきましては２６年５８８万人が３７年には８

２６万人に予測されていますし、ひとり暮らしの高齢者の方も２２年４７９万人が３７年

には７００万人を超えると推計されております。 

 ８ページからが広域化の関係の資料でございまして、９ページがメリット、今もお話し

ございました小田原消防では右でございますけれども、ポンプ車が広域化前には６台可能

だったのが、広域化後には１０台になっておりますし、その下、現着時間につきましても

一番右でございますけれども、１分から多いところでは５分近く短縮できるということで

ございまして、一番下の箱の２つ目をごらんいただきまして、埼玉東部では、はしご車が

出動できなかった地域にはしご車を出せるようになった。一番下でございますけれども、

救急自動車の現着時間が短縮されて、広域化前に発生していた全車出動による救急自動車

の不在状態が解消されたということでございます。 

 おめくりいただきまして、佐賀の広域でございます。これにつきましては右でございま

すけれども、新しい署所を人員増によりまして新設することができたということでござい

ますし、下でございますけれども、本部から１７名減らして、署所に１７名増員すること

ができたということでございます。さらにその下の箱でございますけれども、最初の丸、

小田原では高度救急隊を発足させることができましたし、一番下の富山県東部では非常備

消防でした舟橋村に分遣所が整備されて運用が開始されたということでございます。 

 次のページ、これも基盤の強化ということで、右側の北はりま消防本部では高機能消防

指令センターがばらばらでやりますと１１億ほどだったのが、半額でできるということで、

新たな指令センターが整備できたということですし、埼玉では、人事ローテーションの組

織の活性化、宇部、今の話がございますけれども、派遣研修の充実等で人事が活性化した

ということでございますし、その下の箱の一番下をごらんいただきますと、ネットワーク

の構築、人事給与、財務会計などにネットワークが使えることで、さらなる全体的な事務

の効率化も図られたということでございます。 

 １２ページが広域化が進まない理由ということを県からヒアリングしております。まず、

メリットが見出せない。地理的な理由が一番でございます。２つ目でございますけれども、

小規模な消防本部の懸念ですと、周辺地域の消防力が低下するのではないか。合併の印象

から広域化後、署が出張所になったりして、消防力が下がるのではないか。負担金が増え

るのではないか。 

 逆に、大規模な消防本部側からは、消防力の流出が懸念されるのではないか。次が、地
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域とのつながり、地元と地域と消防とのつながりが強い。市と消防は一体であるべき。合

併で単独消防になった首長さんが、これ以上はいいということ。あと、市の防災部局と団

との連携がとりにくい。 

 広域化を推進する上での調整でございますけれども、人件費の調整、負担金割合の調整、

広域化の方式、事務委託にするか、一組にするかという意見の違い。本部をどちらに置く

か。指令台、本部、署所の庁舎の整備時期の不一致、署所数、組織体制の首長の意見の不

一致。 

 また、首長さんの要因として合併したときのあつれきが残っている。広域化のメリット

を市長部局が削減対象と捉えてしまうことで、実際に今お話がありましたようなメリット

を生かせないという可能性がある。 

 そのほか、救急無線のデジタル化の整備ですとか、指令業務の共同運用の協議を優先し

ているということ。比較的小規模な消防本部であるけれども、財政力が強いので、単独で

消防が維持できるというのが広域化が進まない理由でございます。 

 さらに、１８年に消防組織法を改正しました後に広域化された３５の本部から、これも

アンケートいたしました課題でございますけれども、広域化により新たに生まれた課題と

いたしまして、構成団体の増加による意思決定のおくれ、職員事務量の増加、団と消防の

関係の希薄化、議会日程の調整、関係市町村の防災部局と消防との関係の希薄化、住民と

消防との関係の希薄化。次が、広域化後なおも存在する課題といたしまして、先ほど出ま

した給与などの処遇の平準化が図られない。車両、署所の適正な再配置が行われない。区

域を越えた人員の適正な再配置が行われていない。事務量の増加。消防力の格差の引き続

きの存在ということでございます。 

 これらにつきましては次の１４ページから、私どもが１８年に法律ができましたときに

定めた基本方針の中で以下のような形で対応ができるのではないかということで提言して

おります。まずは意思決定の遅延につきましては、組合や事務委託の規約、規定などにお

きまして、さまざまなルールを改めて定めておくということですとか、部隊運用や指令管

制などに関する計画といったものを改めて定めておくといったようなことが有効ではない

か。 

 次にその下、団と消防の関係の希薄化につきましても、規約や規定などにおきまして、

災害時における首長さんと、消防長、署長、団長との緊密な連携のための計画をつくって

おく。あるいは団との緊密な連携の具体的な方策といたしまして、団長さんの中から連絡
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調整担当の団長さんを指名しておくとか、あるいは平素から合同の訓練をしていくとか、

あるいは定例的な連絡会議を開催するとか、あるいは団と常備消防との間の通信連絡の機

材を確保するといったことを示しております。 

 次のページでございますけれども、今度は市町村部局と消防との関係の希薄化につきま

しても、こうしたような形で、相互連絡、情報共有のための計画を定める。さらに具体的

には、例えば夜間休日等における市町村の初動の連絡体制を消防本部に委託するとか、あ

るいは協議会を設置するとか、あるいは定例的な連絡会議を開催するとか、あるいは市町

村の災対本部に署所から職員を派遣するとか、あるいは訓練や人事交流をするとか、ある

いは通信手段ですとか、そういったものを共同で設置するといったようなことでございま

す。 

 その下の地域住民との関係の希薄化につきましては、消防本部の運営に関しまして住民

の意見を反映させる、何か手段を置いてはどうかということでございます。 

 １６ページからが熊本地震における本部の活動でございますけれども、１７ページをご

らんいただきまして、熊本市消防に対しまして、高遊原南消防本部というのが２６年にご

ざいましたが、益城町と西原村、これを解散いたしまして、熊本市に対しまして委託して、

熊本市と広域化しております。これによりまして、赤いところの右の下でございますけれ

ども、益城町と西原村の体制が４２名からこれによりまして４９名と７名増えましたし、

出張所がこれまでは日中のみの８時間の運用が２４時間体制となったということでござい

ます。 

 次のページが具体的な地震における対応でございまして、これは仮に広域化前の本部で

あれば、どういった動きができたかということをシミュレーションしたものでございまし

て、入電の３件目におきまして既に２名しか出せないということで、それ以降の４件目、

５件目については対応ができなかったというような可能性があるということ。これに対し

まして、３件目から十分な体制を確保して、救助できたということでございまして、具体

的にはさらに１９ページをごらんいただきまして、その下の点線のところでございますけ

れども、指揮隊や水槽車など、旧高遊原南では持っていなかった車両につきましても送る

ことができたというようなこと。次、１つ飛ばしまして、４月１４日の発災から益城町と

西原村で発生した実災害に対しては全て対応することができたということでございます。 

 次、２０ページからが連携強化のイメージでございます。２１ページが左側が現在の消

防の広域化のイメージでございまして、中核的なＡ市、中小規模のＢ市、Ｃ町、Ｄ村があ
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りましたときに、中核的なＡ市では単独処理を行いながら、Ｂ、Ｃ、Ｄでは消防団を除く

全ての消防事務について一組や委託などにより共同処理するというような形でございます

けれども、これを右側が例えば指令につきましてはＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄで協議会や内部組織の

共同設置などによりまして共同運用しながら、消火、救助、救急、予防につきましては例

えば単独処理をしながら事務委託をＣからＢにするとか、あるいはＤ村では団でやったり

しながら全体的に応援協定を結んだり、そういったような形。予防につきましても単独処

理をしながら職員派遣をしたり、あるいは事務委託をしたり、あるいは高度な予防事務に

つきましては協議会などでＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄで協力してやる。そういったような形で、左の

ような形と違って、さまざまな事務に切り分けながら、かつ協力、共同処理の仕方もさま

ざまな形でやってみてはどうかというようなことでございますが、ただ、これは１つのイ

メージとしてお見せしただけでございますので、具体的に例えば警防活動をこういう形で

ばらばらにしていいのかというようなことですとか、さまざまな議論があると思いますの

で、イメージとしてごらんいただいたということで、ご理解を賜れればと存じます。 

 次の２２ページは、今もお話がございました現在の具体的な指令業務の共同運用を行い

ながら実際の出動につきましては応援協定などでやっているという事例のイメージでござ

います。例えば左側のⅠ、Ａ市のみで対応可能な場合はＡ市で対応いたしますし、右側の

Ⅱのところでございますけれども、杖をついたおじいさんがＢ市のところですけれども、

Ｃ市の隣のところで倒れていると。これにつきましては指令センターのほうで、右のオレ

ンジでございますけれども、Ｂ市の消防とＣ市の消防の出動車両を確認した上で、Ｃ市か

ら車を送ってもらうといったようなこと。あるいは、左の下でございますけれども、１市

単独では全く対応できないような大規模な災害が起きたときに、消防司令センターからＡ、

Ｂ、Ｃ、Ｄ全てに対して出動指令をして、全体で対応に当たる。そういったような災害の

態様に応じた形で運用するというイメージでございます。 

 ２３ページが指令の共同運用の効果等でございますけれども、これも繰り返しませんけ

れども、例えば右側で課題でございますけれども、一番上、消防本部によって各種運用、

例えば火災時の出動台数などの部隊運用が違うですとか、あるいはその中の下から３つ目

ですか。共有財産、例えば複数の指令を１つに統合した場合の残りの指令をどうするかと

いったような取り扱いについての課題があるといったようなことでございますけれども、

その下の対応につきましては一番下の丸でございますけれども、指令の共同運用の有効性

を最大発揮させるためには自動応援、これはその下にございますけれども、要請がなくて
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も自動的に応援するといったこと。あるいは直近指令、災害が発生した場合に、最先着で

きる隊に対して管轄内か否かにかかわらず出動指令を行う。こういったようなことで、さ

らに運用の効果を高めてはどうかということでございます。 

 次のページが富山県の砺波地域の取り組みでございます。砺波地域につきましては右側

でございますけれども、２３年４月１日に砺波、南砺、小矢部で消防本部を広域化してお

りますが、さらにそれをおめくりいただきまして、２５ページで、右でございますけれど

も、さらに氷見市と高岡市の消防本部と加えまして、２６年１月１日から指令につきまし

て協議会方式で県西部消防指令センターというのをつくりまして、共同で行っております。

これによりまして、施設整備費も削減され、余剰人員を現場要員で使うことができました

し、具体的には絵にございますけれども、応援出動の回数が６回とか１６回から桁が違う

ほど増えておりますし、現着時間も平均で２０秒ほど短縮しているということでございま

す。 

 最後が予防業務における連携協力のイメージでございます。予防業務につきましては①

で建物建築時の厳格な審査、検査。②で、今度は実際に適切な状態かということの立検。

③で違反状態があった場合の早期の是正などがございますけれども、これにつきまして、

高度専門的な違反処理ですとか、あるいは特殊な火災原因調査などにつきまして高度なそ

うしたような知識を持っている本部から職員の派遣ですとか、あるいは相互応援協定、あ

るいは事務の代替執行などを使って具体的な広域的な連携協力を図っていくということが

可能なのではないかということで、現在でも参考でございますけれども、消防庁から小規

模の職員を大都市の本部に対しまして研修の派遣をあっせんしておりますし、②は逆に大

都市の本部の方から小規模の本部の方に対しまして違反是正支援アドバイザーということ

で委嘱をして、派遣させていただいておりますし、最後は火災の原因調査につきましても

大都市本部から、あるいは消研センターなどから小さなところに対しまして、技術支援を

行っているというような事例がございます。 

 別冊の参考資料につきましては消防本部の規模別の消防力のイメージですとか、あるい

はさらなる広域化の具体的な事例ですとか、あるいは警防業務についての業務分野の視点

ですとか、最後に事務全体につきまして同様の形で連携中枢都市圏という形で緩やかな連

携協力というのを自治体で今進めておりますので、こうしたような参考資料をつけており

ますので、ご参考いただければと思います。早口で申しわけありませんでした。 

【田中会長】  すみません。議事運営にご協力いただきまして、ありがとうございまし
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た。 

 それで、今この件に関しまして残された時間が３０分弱ということでございます。まず

多くの方にご発言いただくために最初お一人１分程度の短いところでざっと回して、それ

から余った時間で議論していきたいと思います。まずどなたからでも結構でございますが。

どうぞ。 

【山本専門委員】  山本でございますけれども、指令の広域化というのはメリットのほ

うが多いなというのはよくわかりますけれども、今の消防、あるいは救急の現場を見てお

りますと、指令だけではなく、救急相談、あるいは救急相談センター、＃７１１９の重要

性というのは非常にあるんだろうと思います。ところが、今の流れの中に相談センターと

いうのかな。全国的には救急安全センターという名前もありますけれども、救急相談セン

ター等々の流れを中に入れたほうが広域化にとっては非常にメリットがあるのではないの

かなというふうに思います。その意味するところは、例えば東京では６０万件の出動の要

請がある中で、相談、＃７１１９というのは３０万件以上あるわけですから、そこをもっ

とこの中に入れていくというのは大事なのではないかなというふうに私は思いますが、い

かがでございましょうか。 

【田中会長】  これは事務局に振るのかなと思いますが、いかがでございますか。ご指

摘の点はある意味ではサービスの高度化を担保する。あるいは幅を広げるという意味では

とても貴重なご視点だと思いますが、もしとりたててなければ、また関連する議論があっ

たときにまたやらせていただければ。 

 ほか、いかがでございますでしょうか。 

 そうしたら、先ほど資料をいただいています秋本委員、もし資料に何かあれば。なけれ

ばそれ以上にご自身のご見解をいただいても。 

【秋本専門委員】  １分程度ということでお話しいたしますが、今日は山口、神奈川、

両県、ご説明ありがとうございました。伺ってて山口の場合のように小野田と宇部という

のと、神奈川県にもいろいろな事情がありますけれども、小田原を中心にするあの地域。

同じ広域化といっても地域の事情も全然違うという中で、どうやってメリットを実感して

もらうか。どうやって進めていくか。あとのフォローをどうするか。おそらく状況の違い

というのがもっとご説明があった以上にあるんだろうと。神奈川の場合は、小田原のあの

地域などというのは県のリーダーシップがおそらく相当必要だったろう。宇部のほうは、

両市の話がまとまれば、割合すんなりいくかもしれないといったような事情の違いという
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ことを、それを踏まえた市町村なり、県なりの役割というのがますますはっきりしたよう

に思いますし、それからまた、消防庁からのご説明の中でもメリットの実感できないとい

うところからのいろいろなご意見が出てきている。それにどう対応していくかということ

で、具体的な手法についてのご説明なんかもあって、それを周知徹底するように努力して

おられるということなんでしょうけど、これ自体もなかなか簡単に実行できるものではな

い。その中でどうしていくか。おそらくメリットの実感というか、ほんとうに大丈夫かな

と思うときの地域の中の感情から言ったら、総合的に運用できるメリットはあるんだろう

けれども、うちは場末になるのではないかということの不安。それから、中心市のほうに

してみると、せっかく中心市の消防力をこれだけつくってきたのに、よその地域にとられ

てしまうのではないかという不安。おそらくそういうものがあるんだろうと思うんですね。

そうすると、そういうものをどうやって解消していくかというのが１つ。 

 それからもう１つ、おそらく議論がありましたけど、火災だけじゃなくて、いろいろな

災害のときに、構成地域の市町村との防災行政、防災活動との連携、そして、その防災活

動を地域で支えている消防団との連携、それをどううまくつないでいくかといったような

ことがおそらくある。それらについてどうするかということなんですが、これは私ども、

今、地域の防災力強化ということで言っている中で、具体的に何かのアクションを一緒に

なってやる。その過程でいろいろな相談もできる、人間関係もできるといったようなこと

というのがやっぱり大事なんじゃないかなと思いながら、実は、この間日本消防協会とし

てお手元に提出資料ということで出させていただいておりますけれども、地域防災力充実

強化のための総合的対策についてというのを提出させていただいております。これについ

て一々ご説明はもちろんいたしませんが、ここに書いてありますことというのは、実は、

広域化といったような消防の再編成をしていく過程で必要になること、関連することを幾

つか書いております。この中で書いている中の、例えば１つだけ例を言いますと、今のよ

うな、何か共同作業、共同活動をやる過程でというようなことでいきますと、一番地域の

中で言うと災対法で言うと地区防災計画ですし、必ずしもああいう計画というふうにきち

んしなくても、何かあったらどうするかということをふだんから一緒に相談する。それは

常備消防も入る、消防団も入る、地域の人も入るというようなことで、何か一緒に考えな

がら、時々訓練するものじゃないか。その過程で人間関係もできるし、情報共有のルート

も次第にできてくるというような、そういう積み重ねをしていかないといかんのじゃない

だろうか。 
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 そこの中にいくと、そうしようと思うと、消防団で言いますと、ある程度の装備もなき

ゃいけない。訓練もしなきゃいけない。情報共有といったら、無線機もろくにないんじゃ

何もできないじゃないか。何とかしなきゃいけないといったようなことをいろいろな形で

書いているわけでありまして、１分超えましたけど、私のほうの意見の宣伝にこの機会を

使わせていただきましたが、これは大事なことだと思いますし、もし私どもの意見という

のをごらんいただきましたら、大変ありがたいと思います。 

【田中会長】  実感してもらうというのが１つのキーワードで出していただいて、実感

してもらう、どうやってもらうというのが１つのキーワードだったと思います。 

 ほか、いかがでございますでしょうか。 

【辻委員】  私のほうから手短に３点です。１点は、今日の資料の中にありましたけど、

今の消防本部や自治体の体制を前提とすると、各業務で提携して、切り分けて協力してい

くという場面が出てきます。ただし、ただいま資料の説明の中でもかなり留保されて、説

明されましたが、消防業務を切り分けて連携広域化する形で、行政的に枠をはめられて消

防業務をしていかざるを得ないということは、機動的に消防活動ができるのか。全体の効

率性がほんとうに担保できるのか。このことについてしっかり検証しながら、議論してい

くことが必要だというのが１点です。 

 それから、消防本部の広域化を図るときに、一部事務組合でやっていくのか。事務の委

託でやっていくのか。事務の共同処理の方法や運用の仕方によって、効果がどう変わって

くるかということです。消防本部の広域のなかにおいては、協議会方式も用いられてきま

したし、機関等の共同設置という方法もあります。広域化の方式として、果たして消防本

部が一体的に業務をやっていくに当たって、どういう広域化の手法をとっていくのがいい

のか。このことについて改めて考えてもらいたいと思います。この事務の共同処理が大前

提になって、その次に連携中枢都市圏のあり方が問われ、財政的な支援のあり方も問われ

ます。ここのところを順を追ってしっかりと考えてもらいたいというのが２番目です。 

 それから３番目は、消防本部間の勤務条件に関する点です。今日冒頭これも話がありま

したが、どうして消防本部間で勤務条件が違うかというと、それは自治体が違うからにほ

かなりません。一般行政部門の勤務条件に差があると、どうしてもある程度工夫しながら

でも、その格差は残ります。多分、消防業務は、比較的都市部で、市町村合併の効果が見

えやすいものです。消防本部全体の勤務条件の向上とか、統一化だとか考えたときには、

消防本部の共同化・連携化ではなく、消防本部間の広域化という名の「合併」が、より効
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果を明確化しやすい形態です。そこのところを、さらに工夫して分析してほしいという気

がしました。 

 ちなみに、私も神奈川県内市町村にはなじみがあるので、今日の神奈川県関連の話、い

ろいろ興味深く拝聴しました。もともと人口規模が大きく、財政も豊かなところなので、

市町村はあまり国や県の意向通りに動いてくれない地域です。そうしたなかで、ここまで

頑張ってきたというのは、大変素晴らしいことです。 

ただし、今日の事例で言うと小田原のところでは箱根町問題は未解決のままです。これ

を今後どうしていくべきなのか。また、もう１つ、横浜市消防も非常に頑張っているので

すけど、すぐ近くには東京消防もあります。東消は多摩地区の事務の委託も進めて広域化

を機動的に図り、しかも消防経費の基準単価で相当乖離があります。しかも、その乖離は

交付税ではほとんど調整されていないのです。こうしたなかで、業務をやっていかなけれ

ばらないハンディも負って、広域化を進めているのです。今後、都市部の消防力の均てん

化を考えたときに、こうした問題をどうしていけばいいか、将来は議論してほしいと思い

ます。 

 以上です。 

【田中会長】  ありがとうございます。幾つかきちんとシミュレーションをしてからと

いうところの話だったと思います。 

 ほか、いかがでしょうか。どうぞ。 

【関澤専門委員】  最後に報告のありました消防力需要の今後の見通しと関係すると思

うんですけれども、私びっくりしました。既に人口減少化になって、救急需要さえ今後下

がっていく見通しもでてきているということでまさに人口減少化社会へ入ってしまってい

るわけですけれども、常備消防というのは、もともと消防力の基準で、戦後の中で市街地

火災を減らすために密集市街地に消防署所を置く、ポンプ車を置くというところから、今、

ほとんど９割の消防署所というのは配置されているんですよ。救急車の配置じゃないんで

す。ところが、救急業務がすごく消防の中で重要な役割を占めてきて、赤いポンプ車は時

間との勝負なので、どこの過疎地域でも、どこでもほんとうは必要なんだけれども、署所

は市街地火災を減らすために主として密集市街地に置く。だけど、救急のほうはそうじゃ

なくて、密集市街地じゃなくても、どんな過疎地域でも命はみんな公平ですから、サービ

スを受けたいということがあると思います。今後は、こういう消防署所配置というのは密

集地と非密集市街地と分けて考え方をしていたことからさらに進んで、消防業務、救助業
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務、救急業務と少し消防業務の中でも業務を分けながら今後の消防力のあり方を考える必

要があると思います。とりわけ私は秋本委員がおっしゃったように、消防団をどういうも

のに位置づけていくかというのが今後の課題になると思います。ヨーロッパのほとんどの

国は、常備消防のほうが少なくて、消防団消防が主役を担っているんですね。そうだけれ

ども、日本の消防団じゃなくて、ほんとうにパートタイマー消防でもプロフェッショナル

なんですよ。だから、いきなりそこまで行けというふうには申し上げませんけれども、過

疎地域問題というのは、今後ますます人口の少ない過疎地域市町村での消防のあり方とい

うのは救急と赤いポンプ車と分けつつ、考えていくような視点も必要かなというふうに思

いました。 

【田中会長】  ありがとうございました。 

【沖山委員】  よろしいですか。 

【田中会長】  どうぞ。 

【沖山委員】  消防協会の沖山でございます。秋本会長とも重複してしまうかもしれま

せんが、ここの１４ページに書かれております災害時のときの相互連絡と情報共有が私ど

も消防団としては訓練しているところで大事なところでございまして、今日は高橋総監も

いらっしゃいますが、私どもは常に現場に行ったときに、何がそこで起きているのかとい

うことを情報連絡するということが最も大事なところだと考えております。何がその現場

で必要か。今現場がどんな状況に起きているのか。それらを的確に首長なり、あるいは消

防団長、消防署長なり、そこをしっかりと情報の共有を取っていく。それらの訓練を私ど

も常に心と、頭に入れながら行動することが、ここに書かれております情報共有に関する

計画であると、そのように考えている次第でございます。 

 以上です。 

【田中会長】  ありがとうございました。実態からの応援ということだと思います。 

 ほか、いかがでしょうか。どうぞ。 

【小川専門委員】  小川でございます。広域化によるメリットということで、住民サー

ビスの向上、この資料の９ページなんかでも神奈川県の場合の救急出動の現着時間が大変

短くなって、すごくメリットがあるというのがあって、これは結構なことなのです。ただ、

おととし、ＨＥＭ－Ｎｅｔの篠田理事長、消防庁の次長をやられた方ですが、彼と二人で

日本医師会の横倉会長を訪ねて、こちらの委員をやっている救急担当の石井理事も一緒に

話したことがあります。何で行ったかというと、東京消防庁の場合でも、救急車は極めて
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早く来る。これはすばらしいのだけれども、病院で中に収容されるまでの時間がすごく長

い。あのとき、篠田さんが出していたのは５９分というのを出していましたね。どんなに

早く消防車が来たって、病院のところでアウトになっちゃう可能性がある。そういったの

は大都市の場合、どうやっていくのか。トータルとして考えなきゃいけないんじゃないか。

そんな話をしたことがあるのです。そのときの５９分と篠田さんがおっしゃった時間が実

際にどうなのかというのはちょっとわからないのですが、長くかかる問題を政府としてど

う考えていくのかとか、そういう取り組みがないと、消防機関が努力して現着時間を短く

しても限界があるだろう。その辺についてお考えをどなたかお伺いしたいなと思っており

ます。 

【田中会長】  ありがとうございます。委員、あるいは事務局のほうからございますか。 

【長官】  じゃ、すみません。人もかわっておりますので、私のほうから申し上げます。

今、小川委員からお話しいただいたのは、最初救急車が連絡を受けてから到着するまで８

分とか９分とかいう時間で、それから、最終的に病院まで行くのが５０分以上かかるとい

うことなんですね。 

【小川専門委員】  病院の前でとまっちゃうのです。 

【長官】  ええ。それは結局搬送先の病院を探すのに大変時間がかかる。１個１個電話

をかけていって、「今いっぱい。」、「お医者さんがいない。」、「ベッドがいっぱい。」という

ことで断られて、なかなか時間がかかって、その間に患者さんが亡くなってしまうとか、

いろいろな過去にはそういう事件もありました。それをいかに改善するかということで、

それぞれの地域でいろいろな努力をされていまして、県によっては今の病院が、それぞれ

の救急体制がどうなっているかということを直ちに一覧できるような、そういうようなソ

フトをつくって、それを救急隊員がタブレットで持って、そうすると、１個１個、１から

順番にかけていくんじゃなくて、今どこからかけていくのが一番効率的かといったような

システムを構築するとか、そういった救急病院の状況を救急隊員が把握しながら病院への

搬送をできるだけ迅速化する。こういった搬送の体制の基準とか、今そういうことをそれ

ぞれの地域で努力していただいているという現状でございます。まだまだ課題はあると思

っております。 

【小川専門委員】  よろしいですか。今のに関連して。 

【田中会長】  簡単にお願いします。 

【小川専門委員】  今の自動的に病院の空きベッドやなんかをきちっと押さえて、遅滞
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なく収容できるようにしようということについてはこちらで以前問題提起をしまして、経

済産業省の人まで出てきて、いろいろやったのですが、やたらと複雑で難しいシステムを

出されて、こんなもの要らないよという感じで、帰ってもらったことがあるのですけれど

も、何か周産期医療の問題、妊婦さんの問題ですね。そういったことがテーマになってい

る時期だったものですから、それから時間がたっているのに、まだ自動的に選別できない

のかとか、病院の選択ができないのか、ちょっと心細い感じがするのですね。その辺をさ

らにプッシュしていただければと思っております。ありがとうございました。 

【田中会長】  ありがとうございました。これも非常に大きな問題で医療との連携。こ

こは消防業務だけではない他省庁も絡む話なので、連携を含めてお願いいたしたい。どう

ぞ。 

【山本専門委員】  ありがとうございます。私、東京の救急の現場にいる医師として今

の話をちょっとコメントさせていただきたいと思いますけれども、東京でもどこでもそう

なんですけれども、時間がかかる、あるいは病院選定困難事例というのは決まっているん

です。東京ではそれを東京ルールとして、東京ルールの中でどう対応していくのかという

のをやっておりますが、一番問題になるのは精神科疾患の外傷の合併症がある患者さん。

それから、高齢者の患者さん。あるいは多発外傷の患者さん。あるいはクレーマーとか、

ブラックリストになっている患者さんというのはどうしても選択ができにくいんです。た

だ、５９分というのは私初めて聞きましたが、それは篠田先生のちょっと計算間違いして

いるんじゃないかなと思います。そんなにはないです。ただ、東京ルールの中で３０分以

上、どうしても病院を選定できないような患者さん、あるいは５件以上の病院に断られて

いる患者さんをこのような定義をしているんですけれども、実際にはどんどんそれも減っ

ておりまして、今、全体の多分１％とか、２％ぐらいだと思います。そのような形で少し

ずつ改善されてきていると思いますけれども、確かに選定が困難な事案というのは時々あ

ります。その辺のところもこれからやっていかないといけないと思いますけれども、この

ディスカッションの中では多少難しさがあるのではないのかなというふうに私は思います。 

【田中会長】  ありがとうございます。むしろ医療機関が近辺にないというところの議

論が多分中核になっていくんじゃないかなという気がいたします。ありがとうございまし

た。 

 ほか、いかがでしょうか。できれば、ご発言いただいていない──どうぞ、和合委員。 

【和合委員】  福島から参りました和合でございます。消防関係の広域という
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のは必要になってきていると深く考えます。福島県はほんとうに広い地域の中

で、地域間連携は考えていかなければならないことだと思います。その中で、

本日お話を伺ったことを参考として、広域化と地域連携にについて話し合える

場を考えていきたいと思います。参考資料の中での質問でもよろしいでしょう

か。参考資料の２４ページに連携中枢都市圏の取り組みの推進についてお伺い

します。ここに具体的に各市が記載されておりますが、これからここの各市を

推進していくということが、よくわからなかったので、ご説明していただけれ

ばと思います。また、公共団体の意思を踏まえた上でこれから調査・検討を行

った上で確定していくとありますが、連携中枢都市圏に係る連携協定、ビジョ

ン策定されれば総務省の財政措置はあるが、調査・検討段階では地方のほうに

財政の負担があると理解すればよろしいんでしょうか。よろしくお願いします。 

【消防・救急課長】  ２４ページの右の下をごらんいただきますと、赤枠のところに現

時点で６１都市圏が該当と書いてございますけれども、６１のところが候補として総務省

のほうで考えていまして、その候補の団体が左の下を見ていただくと、緑のところでござ

いますけれども、真ん中の都市が連携中枢都市になるぞというふうに市長さんが自分で手

を挙げていただいて、その次に連携協約ということで周りの近隣の市町村長と条約みたい

な形でお約束していただいて、さらに、一番右ですけれども、その協約を結んだ皆さん方

と一緒に自分たちのビジョン、計画をつくるということを自分たちでやっていただければ、

それが終われば、２５ページにありますような財政、交付税による支援をするということ

でして、具体的には２４ページの日本地図にございます緑で囲っている４つについては、

このビジョンまでが終わっていて財政支援を受けているということでございますので、既

に６１から４を引いた残りも、順次宣言をしたりとか、協約を結んだりということで手続

を進めている、そういう状況でございます。 

【和合委員】  これは期間があるんですか。 

【消防・救急課長】  ございません。 

【和合委員】  そうですか。わかりました。ありがとうございます。 

【消防・救急課長】  ぜひお願いいたします。 

【田中会長】  ほか、いかがでございましょうか。どうぞ。 

【千葉委員】  千葉といいます。よろしくお願いします。今少子高齢化の時代に過疎化

が進んでいる現在、ほんとうに広域化というのが大切だなということをつくづく感じてい
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るところでございます。質問ですけれども、最初に発表された山口県の方ですけれども、

消防署で消防団の事務局をやっていると。自主防災組織とか、私たちのような防火クラブ、

協力隊の事務局はどのようにされているのか。 

 それから、神奈川県の発表の方なんですけれども、８ページにあります２８年度の新規

事業として市町村地域防災力の強化事業補助金ということで、私たちにとって大変うらや

ましい補助金を掲げているようですけれども、その中に消防団、自主防災組織の強化とい

うことがありますけれども、それは具体的にどのようなことをされるのか。リーダー研修

とか、研修会とか、さまざまあるかと思いますけれども、もし計画があればお伺いしたい

なと思います。よろしくお願いします。 

【宇部・山陽小野田消防局】  最初の質問のほうの防火クラブの件ですけれども、広域

化前はそれぞれの市町のほうに防火クラブがありましたけれども、広域に合わせて、宇部・

山陽小野田防火委員会ということで、新たな合同の組織を編成しまして、幼年消防クラブ、

少年消防クラブ、婦人防火クラブ、一体として１つの組織で動かしております。主管課は

消防局の予防課のほうにございます。 

【千葉委員】  その事務も予防課ですか。 

【宇部・山陽小野田消防局】  予防課でやっております。 

【千葉委員】  ありがとうございます。 

【神奈川県】  神奈川県の市町村に対する補助金の制度ということなんですけれども、

こちらに関しましては実施していただくのは市町村ということになります。市町村が消防

団とか、自主防災組織に関して例えば何か資機材を整備するとか、ソフト事業を何か企画

するとか、そういう消防団、自主防災組織の強化に関する取り組みをやりたいということ

に関しましては重点事業として位置づけて、それで市町村ごとにある程度補助限度額を設

けて、２分の１、あるいは３分の１の補助をして、市町村がもっとやっていただけるよう

に県としては促しているという、そういう事業でございます。 

【千葉委員】  今、消防団、それから自主防災組織の方々が減少しているんですね。そ

ういう取り組みというか、強化に向けての取り組みというのはどのようにされているのか、

お伺いしたいと思います。 

【神奈川県】  神奈川県といたしましては、消防団の方というのは、これから地域の初

期の救出救助活動においても非常に役割は重要だというふうに思っていますので、例えば

県全体で消防団の方を集めて、シンポジウムを開いたりとか、あと地域の防災力を強化す
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るために女性の消防団の方を集めて、オール神奈川で訓練をやってみようとか、そういう

新たな試みもしておりまして、消防団、自主防災組織、地域の方々が活動できるような、

要は消防団、なかなか地域の中でよそが見えませんから、ネットワーク化を図ってなるべ

く横でつながって、よそが何をやっているかということを知ってもらって、いいところは

どんどん取り入れてもらうような、そういう意味合いでもワークショップで議論してもら

いますし、よそで訓練をやっていたら、それを見ながら自分のところでも取り入れていた

だこう、そんなような形で、県も少し音頭をとって広域自治体としての役割として活動の

促進を図っているというのはあります。 

【田中会長】  ありがとうございました。浜本委員、先ほど資料でご説明いただきまし

たが、補足とか何かコメントございますか。 

【浜本専門委員】  特に結構でございます。 

【田中会長】  よろしゅうございますか。ほか、いかがでございますでしょうか。 

【相川委員】  よろしいですか。２回目も。 

【田中会長】  じゃ、相川委員、高橋委員の順番で。 

【相川委員】  時間がないところ申しわけありません。相川です。前回は広域化が進ま

ない理由について、もうちょっと丁寧にヒアリングしてほしいとお願いをしましたが、今

日は良い資料を出していただき、ありがとうございます。その関連で１２ページの地域と

のつながりを優先のところですと、先ほど秋本さんがおっしゃった一緒に地区防災計画を

つくるとか、イベント的な取り組みで何とかなるのかなという気はいたします。しかし、

属人的な問題、例えば市町村合併のあつれきからやりたくないという首長さんが多い、な

どの理由を挙げられた地域では、難航するのかなと感じました。 

 ２１ページのイメージ図についてお尋ねします。先ほど「イメージにすぎない」とおっ

しゃいましたが、このようなステップアップというか、徐々に進めていくやり方での広域

化は、実際にできるのでしょうか？ 「指令」に関しては皆さん「広域化のメリットが大

きい」と判断されているようですが、そのほかの部分でためらいが大きいと思います。こ

の図では、地形とか組織体制の状況に応じて、単独処理と共同処理とが選べるような図に

なっていますよね。その意味では、非常に受け入れやすい図だと思いましたが、実際、消

防庁では、このようなステップアップの方向とか、単独でやるものを少しずつ減らして徐々

に共同化にもっていくとか、そんな成長するような広域化というのは可能なんでしょうか。

１回、広域化への道を選んでしまうと、特に法定協議会をつくってしまうと、固定化され
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てしまうので怖くて踏みだせないという地域もあるかと推測しますが、このイメージ図で

示された融通性があるのならば、抵抗感が随分減ると思います。本当にこのようなやり方

が可能なのか。特に助成金などインセンティブをかける際に、緩やかな枠組みでいいのか

どうか、確認させていただければと思います。 

【消防・救急課長】  もちろん可能でございます。ただ、具体的にどういう、先ほども

これは１つのイメージで、こういった警防活動を分けた形で共同処理することの現場での

実際の動きの是非とか、そういったこともございますので、まずは我々、もう少しイメー

ジを現場の方の話を聞きながらつくった上でそれで今おっしゃられたステップアップ、ど

ういうふうにステップアップするかとか、あるいはステップアップするにしても協議会な

のか、事務の共同処理なのか、何なのかといったことも含めて、さまざまな負担がありま

すので、そのあたりをもちろん可能ですので、もう少し我々のほうで整理していきたいと

思いますし、その際に今おっしゃられました財政支援的なことも何かできないかというこ

ともあわせてこれから考えていきたいなというふうに思っているところでございます。 

【田中会長】  ありがとうございました。 

【高橋委員】  今日、広域化の具体的なお話がありました。そして、広域化についてメ

リットが大きいということなんだということでございますね。そうしたときにメリットと

いうのはスケールメリットが出るということだろうと思います。ただ、そういった中にあ

っても、広域化が進まない課題というものも示されたわけでございます。そうした中で、

先ほど出ました通信の共同運用はお話も出た給与の問題なんか出ないわけですね。そうい

った課題が出ない中での１つのスケールメリットを生かした方策が通信の共同運用という

ことも言えるんだろうと思います。その後に出ました多様な連携ということもあると思い

ますけれども、スケールメリットを生かすということは非常に効果が出るし、大切なんだ

ろうと思います。ただ、その中でさまざまな課題があるわけですから、課題が出ないよう

な形でできるスケールメリットの生かし方というのを多様な連携という形で示されている

と思いますので、こういったいろいろな多様な手法ですね、そういったものを検討してい

ただいて、それがそれぞれの地域で受け入れられるような形でそういったものを示してい

ただければスケールメリットが生きてくるんじゃないかなと思います。 

【青山（佳）委員】  今日はほんとうに苦労しながら広域化に取り組んでいる皆さんた

ちやヒアリングをしていただいて、いろいろな課題なども抽出していただきました。私も

デメリットや、進まない理由をきちんと分析する必要がある・・と申し上げるのは、決し
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て広域化に否定的とか、消極的というのではなくて、不安をなくしデメリットの解決策を

示して第一歩を踏み出さないと、せっかくの広域化のメリットを生かし切れないという意

味で申し上げているということです。都会には都会の難しい人間関係があり、過疎には過

疎の、これは報告書に書いてある、もっとどろどろとした人間関係があり、利害とか、感

情とか、逆に一番難しい問題で進まないというのは非常に大きいんだと思いますね。先ほ

ども高橋委員がおっしゃられたように、いろいろなメニューを提示していただきながら、

それぞれの地域性や人間関係も含めた様々な立場の人たちが前向きな広域化のメリットを

享受できるような考え方や、取り組み方を示していければと感じました。 

 以上でございます。 

【田中会長】  どうもありがとうございました。最後、一言、いかがでしょうか。よろ

しゅうございますか。 

【秋本専門委員】  今日は広域化ということを具体的なテーマとして議論していただい

たわけですけれども、広域化というのは手段としてこれをどうしていくか。一番根っこに

あるのは、世の中いろいろ変わってくる中で、どういう内容を消防活動として意識しなが

ら、どういう形、手続で進めていくのがいいのかというようなことが一番根っこになって

くる。そうすると、今の時代の消防活動は何なのかということになったら、かつてファイ

アマンといったら消防だったけど、今ファイアマンだけでは済まなくなっちゃったという

ので、救急関係というのが出てくるし、それからもう１つ、いろいろな災害の現場で言う

と、救助関係というのがウエートが非常に大きくなってきている。それらトータル含めて

の消防活動というのを、人口減少とか、災害の多様化とかいう中で、どんな形で持ってい

くのかというのが基本ではないかなと思うんですけれども、これはなかなかまともに取り

上げるととんでもない大変なことになるんですけれども、問題意識を持ちながらというこ

とで、これからも何か議論していただければ。 

 私どもが出しました地域防災力というのはかなり幅広くいろいろなことを書いておりま

して、簡単にはできないこともいっぱい書いてありまして、すぐどうということにはなら

ぬのですけれども、実は基本の問題意識はそういうところにあるつもりでありますが、そ

ういうような議論を踏まえながらの議論というのをこれからもひとつお願いできればと思

います。 

【田中会長】  ありがとうございます。手段が目標にならないようにというか、ほんと

うに目標を忘れないようにというご指摘だと思います。 
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 時間も参りましたので、引き取らせていただきますけれども、今のお話も含めまして、

どういう質を担保していくのか。その中では消防と救急というのは若干意識しながら議論

したほうがいいんじゃないか。今は防災の話も入ってまいりました。それの前提として、

大体広域化はメリットがありそうだなというところなんですが、緻密にメニューとか、ス

テップとか、事業の委託のやり方とか、いろいろなお話が出ましたけれども、緻密なシミ

ュレーションをして、パターンをつくっていくということがほんとうは大事なのじゃない

かというのが今日のお話だったような気がいたします。 

 もう１つは、実感してもらうという中で、どういうふうにステップアップしていくのか

というところを少し議論していければというふうに思っております。 

 大分時間が、運営のあれでご迷惑をかけてしまいましたけれども、また次回以降は本日

皆様からいただきました意見を踏まえまして、さらに議論を深めていきたいというふうに

思っております。 

 それでは、ここで佐々木長官からご挨拶をということで申し出をいただいております。

佐々木長官、よろしくお願いいたします。 

【長官】  お時間をいただきまして、恐縮でございます。実は、私、このたび今月の３

０日付で消防庁長官を退任することになりました。田中会長さんをはじめ消防審議会の皆

様には本当に大変お世話になり、ありがとうございました。特に今日もそうでございます

けれども、大所高所から、そして、さまざまな観点から貴重なご意見を頂戴いたしました

こと、本当に感謝申し上げます。 

 消防の仕事というのは、国民の生命、財産を守っていくという大変重要な仕事でござい

ます。８６万人の消防団員、それから、１６万人の消防の職員、消防庁も一体となって仕

事をしているというふうに思っております。消防審議会の先生の皆様方も大変熱い思いで

ご意見をいただいたなというふうに今日も思っております。 

 諮問をして、途中で逃げてしまうというのは大変申しわけない気持ちでいっぱいでござ

いますけれども、今後もさらに審議を進めていただいて、私ども消防庁に進むべき方向性

をお示しいただければ大変幸いだと思っております。 

 私の後任は３０日付で青木という者が着任予定となっております。私同様にご指導賜り

ますればありがたいと思っております。本当にお世話になりました。ありがとうございま

した。 

【田中会長】  なかなか胸に迫るご挨拶ありがとうございました。今の思いを我々は受
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けとめて次の答申に結びつけていきたいと思います。 

 最後に事務局から事務連絡がありましたらお願いいたします。 

【事務局】  本日は長時間にわたるご審議、ありがとうございました。 

 次回、第３回の会議につきましては、後日ご連絡をさせていただきたいと存じます。 

 以上でございます。 

【田中会長】  それでは、以上をもちまして本日の会議は閉会させていただきますが、

今日は事例として現場からご発言いただきました宇部・山陽小野田消防局の橋本予防課長、

神奈川県の安全防災部原田消防課長、改めて御礼申し上げたいと思います。ありがとうご

ざいました。 

 それでは、皆様、大変お疲れさまでした。今回も議事運営にご協力いただきましたこと

を御礼申し上げます。 

 

 


